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　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　当社第73期第2四半期（平成30年6月1日から平成
30年11月30日まで）の概況についてご報告申しあげ
ます。

事業環境および当上半期の業績

　当第2四半期連結累計期間におけるわが国の経済状
況は、個人消費の持ち直しや設備投資の増加に加え、
雇用情勢の着実な改善などを背景に、景気は緩やかに
回復していると思われます。一方で、通商問題の動向
が世界経済に与える影響や、海外経済の不確実性、金
融資本市場の変動の影響に留意する必要があり、依然
として不透明な状況で推移しました。
　当社グループを取り巻く事業環境は、少子高齢化に
伴う人口減少などによる自治体の財政難の顕在化によ
り公共投資は減少傾向にあり、非常に厳しい環境が続
きました。
　一方で、高度成長期に整備された施設・設備の老朽
化に伴う更新や地震などの自然災害、エネルギー問題
への対応など、新たなニーズも高まってきております。
　このような状況のもとで当社グループは、持続的な

成長をめざすために、「Be‌a‌Challenger‌2020」をス
ローガンとした中期3ヵ年経営計画（2018年度～
2020年度）を策定し、長年にわたり実績を積み上げて
きた技術・製品による新市場の開拓やイノベーション
による事業の拡大、更新対応・省エネルギーなど顧客
ニーズを捉えた技術・システムの開発・改良・提案に
より、受注の確保、拡大を図るとともに、グループ一
丸となった生産性向上による業務の迅速化や原価低減
等により、経営基盤の強化を図ってまいりました。
　その結果、当第2四半期連結累計期間における業績
は、受注高は17,662百万円（前年同期比5.6％減）、売
上高は10,585百万円（前年同期比4.2％増）となりま
した。損益につきましては、経常損失は637百万円（前
年同期757百万円の損失）、親会社株主に帰属する四半
期純損失は547百万円（前年同期726百万円の損失）
となりました。
　当社グループは、経営理念である「水とともに躍進
し　人間らしさを求め　社会に貢献できる魅力ある企
業」の実現をめざしてまいります。
　株主の皆様におかれましては、今後とも変わらぬご
支援ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

中間配当について

　株主の皆様への利益還元を経営上の重要課題のひと
つと考えており、経営基盤の充実ならびに将来の事業
展開のために必要な内部留保も勘案し、株主の皆様へ
継続的に配当を行うことを基本方針としております。
当期の中間配当につきましては、業績および基本方針
を勘案し、1株につき5円とさせていただきます。

‌ 平成31年2月

代表取締役社長　松原　正
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（単位：百万円）■ 財務状況

固定資産
10,125

流動資産
20,063

固定資産
10,027

流動資産
19,733

資産合計
29,760

資産合計
30,189

〈第72期〉第2四半期
平成29年11月30日現在

〈第73期〉第2四半期
平成30年11月30日現在

純資産
15,322

流動負債
11,386 固定負債

3,052

負債純資産合計
29,760

純資産
16,256

流動負債
11,274 固定負債

2,658

負債純資産合計
30,189

〈第72期〉第2四半期
平成29年11月30日現在

〈第73期〉第2四半期
平成30年11月30日現在

資産の部 負債純資産の部

第73期第71期 第72期第70期

30,657

17,66219,537

29,264

18,704
25,746

16,577

■ ■ 第2四半期　■ 通期

第73期第71期 第72期第70期

26,161

10,5858,687

28,612

10,161

28,833

9,643

■ ■ 第2四半期　■ 通期
■ 受注高 （単位：百万円） ■ 売上高 （単位：百万円）

■ 経常損益 （単位：百万円） ■ 親会社株主に帰属する四半期（当期）純損益 （単位：百万円）

第73期第71期 第72期第70期

320

1,177
848

-1,256
-757 -637

-1,152

■ ■ 第2四半期　■ 通期

第73期第71期 第72期第70期

132

890
442

-1,144 -726 -547-802

■ ■ 第2四半期　■ 通期

　当社グループの事業の特徴として、受注した装置類の納期等が3月末に集中することから、売上および利益計上が第4四半期に集中する傾向にあります。
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　当社グループは、当社および連結子会社1社（㈱前澤エンジニアリングサービス）で構成され、上下水道用機器・水
処理装置の製造および販売をもとに、環境関連分野の社会資本整備、浄化事業に取り組んでおります。
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老朽化した施設の更新・再構
築などにかかる需要に主眼を
おいて、それらにかかる水処
理機械設備の販売活動を推し
進めております。また、土壌・
地下水汚染浄化、産業廃水
処理および有機性廃棄物資源
化などの需要に対しソリューシ
ョン営業を展開しております。

  環境事業

売上高 売上高構成比

49.4%

（単位：百万円）

〈第73期〉
第2四半期

5,233

〈第72期〉
第2四半期

4,622

32.4%

浄水場、配水池、配水管、
下水処理場、ポンプ場、農業
用水幹線路、揚・排水機場な
どの整備、更新、耐震化にか
かる各種弁・栓・門扉類の需
要に対し、幅広く販売活動を
展開しております。

  バルブ事業

売上高 売上高構成比

（単位：百万円）

〈第73期〉
第2四半期

3,429

〈第72期〉
第2四半期

3,763

18.2%

上水道事業、下水道事業、
農業用水・河川事業などの各
分野における設備・機器のメ
ンテナンスにかかる需要に対
し、販売活動を展開しており
ます。

  メンテナンス
事業

売上高 売上高構成比

（単位：百万円）

〈第73期〉
第2四半期

1,922

〈第72期〉
第2四半期

1,775
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設 立 昭和22年9月
資 本 金 5,233,712,500円
主要な営業所および工場

■ 会社の概況（平成30年11月30日現在）

（注）‌取締役　小村　武、安部公己、監査役　笠松重保、関口　博、武内正一
の各氏は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第436条の2に定
める独立役員であります。

取締役
代表取締役社長 松 原 　 正
専務取締役 三　田　志津雄 海外推進室長兼経営企画室担当
常務取締役 滝 口 和 彦 管理本部長兼安全品質統括部担当
常務取締役 斉 藤 貴 之 バルブ事業本部長
社外取締役 小 村 　 武
社外取締役 安 部 公 己
監査役
常勤監査役 軽 部 　 茂
社外監査役 笠 松 重 保
社外監査役 関 口 　 博
社外監査役 武 内 正 一
執行役員
上席執行役員 宮　川　多　正 バルブ事業本部副本部長

兼埼玉製造所長兼製造企画室長
上席執行役員 志　賀　孝　之 北関東支店長

兼営業店営業強化担当
上席執行役員 絹　笠　　　淳 環境事業本部長

兼環境ソリューション事業部長
上席執行役員 皆　方　　　護 環境事業本部副本部長

（プラント建設､ 民需担当）
兼環境プロジェクト管理室長
兼環境Ｒ＆Ｄ推進室長

上席執行役員 神　田　礼　司 管理本部副本部長
兼経営企画室長兼経理部長

上席執行役員 前　田　　　司 大阪支店長
兼営業店営業強化担当

執行役員 井　上　照　孝 法務・監査部長
執行役員 篠　崎　長　洋 環境事業本部プラント建設事業部長

兼機電設計部長
執行役員 大河原　昭　男 バルブ事業本部バルブ事業部長

兼海外推進室部長
執行役員 馬　郡　　　浩 安全品質統括部長

兼安全管理部長
執行役員 手　塚　正　三 バルブ事業本部埼玉製造所副所長

兼製造部長
執行役員 菊　地　和　信 管理本部人事部長
執行役員 都　倉　　　剛 東京支店長

兼営業店営業強化担当

▪

▪

▪

■ 役員の状況（平成30年11月30日現在）

名　称 所在地

本店所在地 東京都中央区
本社 川口市
環境事業本部 川口市
バルブ事業本部 川口市
埼玉製造所 幸手市
北海道支店 札幌市
東北支店 仙台市
北関東支店 川口市
新潟営業所 新潟市
茨城営業所 水戸市
東京支店 東京都中央区
横浜支店 横浜市
名古屋支店 名古屋市
大阪支店 大阪市
中国支店 広島市
九州支店 福岡市

㈱前澤エンジニアリングサービス 川口市
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●金融機関 19.56％
●外国法人・外国人 4.18％

●証券会社 1.84％

●その他国内法人 22.61％

●個人・その他 51.81％

株主構成比率

発行済株式の総数 21,425,548株（自己株式2,862,324株含む）
当期末株主数 4,626名
大株主（上位10名）

（注）‌1．‌‌当社は自己株式2,862千株を保有しておりますが、上記には含めておりません。
‌ 2．持株比率は、自己株式（2,862千株）を控除して計算しております。

■ 株式の状況（平成30年11月30日現在）

株主名 持株数（千株） 持株比率（％）
前澤化成工業株式会社 1,229 6.62
前澤給装工業株式会社 1,198 6.45
公益財団法人前澤育英財団 1,036 5.58
前澤工業取引先持株会 1,028 5.54
株式会社みずほ銀行 721 3.88
株式会社大成機工インターナショナル 641 3.45
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 589 3.17
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 489 2.63
明治安田生命保険相互会社 459 2.47
株式会社りそな銀行 335 1.80
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事 業 年 度 毎年6月1日から翌年5月31日まで
定 時 株 主 総 会 毎年8月
基 　 準 　 日 毎年5月31日

そのほか必要があるときは、あらかじめ公告して定めます。
配 当 金 受 領
株 主 確 定 日

期末配当　5月31日
中間配当　11月30日

株主名簿管理人 東京都中央区八重洲一丁目2番1号
みずほ信託銀行株式会社

単 元 株 式 数 100株
公 告 方 法 電子公告により行います。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告をすることができない場合は、

日本経済新聞に掲載して行います。
公告掲載URL　http://www.maezawa.co.jp/

お 問 合 せ 先

証券会社等に口座をお持ちの場合 証券会社等に口座をお持ちでない場合（特別口座の場合）

郵便物
送付先

お取引の証券会社等になります。

〒168−8507
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
みずほ信託銀行株式会社
証券代行部

電話お問合せ先 0120−288−324（フリーダイヤル）

各種手続
お取扱店

住所変更、‌
株主配当金‌
受取り方法
の変更等

みずほ証券株式会社
　本店および全国各支店
　‌‌プラネットブース‌
（株式会社みずほ銀行内の店舗）でもお取扱いたします。

みずほ信託銀行株式会社
　‌‌本店および全国各支店（※）‌
（※）‌‌トラストラウンジではお取扱できませんのでご了承ください。

未払配当金の‌
お支払

みずほ信託銀行株式会社（※）および株式会社みずほ銀行の本店および全国各支店（みずほ証券株式会社では取次のみとなります）
（※）トラストラウンジではお取扱できませんのでご了承ください。

ご注意
支払明細発行については、右の「特別口座
の場合」の郵便物送付先・電話お問合せ
先・各種手続お取扱店をご利用ください。

特別口座では、単元未満株式の買取・買増以外の株式売買はできません。証券会社等に
口座を開設し、株式の振替手続を行っていただく必要があります。

株主メモ

〒332‐8556　埼玉県川口市仲町5番11号
TEL：048（251）5511‌‌　FAX：048（251）9375
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